
 

 

 

 

 

 

 

平成 29年度予算の概要 
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平成 29年度予算の概要 

 

Ⅰ 歳入歳出予算の規模（第 1表） 

本市の平成 29年度各会計における歳入歳出予算の規模は、第 1表に示すとおり、 

一般会計       474億 5,293万 9千円 

特別会計       325億 3,545万 1千円 

事業会計        44億 5,278万 6千円 

合   計      844億 4,117万 6千円 

である。  

以下、各会計予算について概要を説明する。 

 

Ⅱ 一般会計 

歳入歳出予算総額は 474 億 5,293 万 9 千円で、前年度と比較して 70 億 266 万 1 千円

(12.9％)減少しており、繰上償還及び借換債を除く実質的な規模は、前年度と比較して 23

億 9,086万 4千円（5.4％）増加している。 

 

1 歳入予算の状況（第 2表、市税の状況） 

歳入予算の状況は、第 2 表に示すとおりで、前年度と比較して増加している主なものは次

のとおりである。1市税は、212億 8,739万 7千円で 6億 572万 6千円（2.9％）の増となって

おり、これは主に市民税の増加によるものである。17 寄附金は、28 億 1,353 万 9 千円で 18

億 66 万 3 千円（177.8％）の増となっており、平成 28 年度の実績から、ふるさと応援寄附金

18億円の増加を見込むことによるものである。19諸収入は、5億2,488万 6千円で1億 3,830

万 7 千円（35.8％）の増となっており、りんくうパピリオのテナント光熱水費実費負担分及び共

益費収入が皆増となることによるものである。 

一方、前年度と比較して減少している主なものは次のとおりである。6 地方消費税交付金

は、18 億 8,390 万円で 4 億 780 万円（17.8％）の減となっており、大阪府の消費動向から減

少を見込むものである。10地方交付税は、15億 4,500万円で 2億 5,900万円（14.4％）の減

となっており、前述の市税の増加に対応する減である。13 使用料及び手数料は、8 億 6,730



 

 

万 8千円で 1億 2,781万 4千円（12.8％）の減となっており、民間保育園のこども園化に伴う

保育料の減少によるものである。14国庫支出金は、67億 3,457万円で 1億 2,487万 5千円

（1.8％）の減となっており、臨時福祉給付金補助金の皆減等によるものである。18 繰入金は、

48億 5,437万 5千円で 75億 4,323万 7千円（60.8％）の減となっており、総合文化センター

事業分の繰上償還に係る減債基金繰入金の減少によるものである。20 市債は、34 億 7,070

万円で 12億 4,670万円（26.4％）の減となっており、（仮称）泉佐野南部公園整備事業債、庁

舎等整備事業債及び市民交流センター整備事業債の皆減等によるものである。 

また、市税の状況は、9 ページに示すとおりである。市税の総額は 212 億 8,739万 7千円

で、前年度と比較すると、6 億 572 万 6 千円（2.9％）の増となっている。これは、主に空港関

連企業の景況から法人市民税で 6億 6,837万 6千円の増加によるものである。 

 

2 目的別歳出予算の状況（第 3表） 

目的別歳出予算の状況は、第 3 表に示すとおりである。前年度と比較して増加している主

なものは、2総務費で 4億 4,332万 6千円（7.1％）、7商工費で 3億 44万円（88.5％）、8土

木費で 3億 4,663万 7千円（8.7％）、10教育費で 5億 3,183万 5千円（21.2％）、12諸支出

金で 16億 8,607万 2千円（94.0％）それぞれ増となっている。 

一方、減少している主なものは、3民生費で 2億 6,298万 8千円（1.5％）、11公債費で 101

億 386万 8千円（61.0％）それぞれ減となっている。 

 

3 性質別歳出予算の状況（第 4表・第 5表） 

次に、性質別歳出予算の状況について述べる。 

（1）人件費 

第 4表に示すとおり、人件費は、55億 2,211万 9千円で、予算構成比は 11.6％を占め

第 6位である。前年度と比較すると 2億 4,895万 7千円（4.7％）増加し、その内訳は、第 5

表の 2に示すとおりである。4職員給は、34億 6,738万 7千円で 8,508万 3千円（2.5％）、

6退職手当は、2億 6,948万円で 1億 8,363万 2千円（213.9％）それぞれ増となっている。 

また、4 職員給は、定期昇給及び人事院勧告により給料及び期末勤勉手当がそれぞれ

増加することによるものであり、6 退職手当は、定年退職者数が 4 名から 12 名へと増加す



 

 

ることによるものである。 

（2）物件費 

物件費は、65億 786万 6千円で、予算構成比は 13.7％を占め第 2位である。前年度と

比較すると 7億 1,410万円（12.3％）増加している。これは、ふるさと応援寄附金事業（前年

度は成長戦略事業で実施）で 3億 8,251万 8千円増となるほか、りんくうパピリオの施設管

理費で 1億 8,403万 5千円、関空立国ショーケース事業で 8,568万 4千円並びに就労支

援カレッジ事業及び泉佐野創生カレッジ事業で 8,228万 5千円それぞれ皆増となること等

によるものである。 

（3）維持補修費 

維持補修費は、2 億 1,935 万 2 千円で、前年度と比較すると、324 万 1 千円（1.5％）増

加している。これは、りんくうパピリオの維持補修費の増によるものである。 

（4）扶助費 

扶助費は、106 億 1,266 万円で、予算構成比は 22.4％を占め第 1 位である。前年度と

比較すると 3 億 3,354 万 7 千円（3.0％）減少している。これは、臨時福祉給付金で 4 億

4,400万円が皆減となること等によるものである。 

(5)補助費等 

補助費等は、58億 3,512万 6千円で、予算構成比は 12.3％を占め第 4位である。前年

度と比較すると 9 億 4,590 万 5 千円（19.3％）増加している。これは、ふるさと応援寄附金

事業（前年度は成長戦略事業で実施）で 8 億 2,325 万円、清掃施設組合負担金で 9,899

万 3千円及び企業誘致事業で 4,871万 5千円それぞれ増となること等によるものである。 

(6)普通建設事業費 

普通建設事業費は、30億7,407万6千円で、予算構成比は6.5％を占め第8位である。

前年度と比較すると 2億 113万 5千円（6.1％）減少している。 

以下、補助・単独事業別に内容をみる。 

① 補助事業 

補助事業は、12億 9,103万 5千円で前年度より、7億 4,133万 9千円（134.9％）増加し

ている。これは、鶴原団地住宅（1～5棟）建替事業で 2億 9,598万 5千円、熊取西地区整

備事業で 2億 3,326万 2千円及び佐野中学校プール整備事業で 9,792万 7千円それぞ



 

 

れ増となるほか、新池中学校プール整備事業で 1億 1,280万 1千円が皆増となること等に

よるものである。 

② 単独事業 

単独事業は、17億 8,304万 1千円で前年度より、9億 4,247 万 4千円（34.6％）減少し

ている。これは、庁舎等整備事業で5億7,681万円及び（仮称）泉佐野南部公園整備事業

で 5億 6,772万 3千円それぞれ減となること等によるものである。 

（7）公債費 

公債費は、64億 5,474万 6千円で、予算構成比は 13.6％を占め第 3位である。前年度

と比較すると、101億 386万 8千円(61.0％)減少している。これは、総合文化センター事業

分の繰上償還額の減少等により元金で 98億 8,235万円及び同繰上償還に伴う地方債残

高の減少等により利子で 2億 2,151万 8千円それぞれ減となることによるものである。 

(8)積立金 

積立金は、35億 3,839 万 2千円で、予算構成比は 7.5％を占め第 7 位である。前年度

と比較すると、16 億 9,001 万 1 千円（91.4％）増加している。これは、市たばこ税府交付金

の次年度交付見込額の積立て額の減少により、財政調整基金積立金で 1 億 1,288 万 5

千円減となる反面、ふるさと応援寄附金に係る公共施設整備基金積立金で 17億 9,988万

4千円増となることによるものである。 

（9）貸付金 

貸付金は、2,000万円で前年度と同額である。 

（10）繰出金 

繰出金は、56億 6,360万 2千円で、予算構成比は 11.9％を占め、第 5位である。前年

度と比較すると 3,367 万 5 千円（0.6％）増加している。これは、介護保険事業特別会計繰

出金で 4,582万 2千円減少となる反面、下水道事業特別会計繰出金で 6,693万円増とな

ること等によるものである。 

（11）予備費 

予備費は前年度と同額の 500万円を計上している。 

  以上のほか、第７表 事業別予算一覧表も参考としていただきたい。 

 



 

 

Ⅲ 特別会計 

1 国民健康保険事業特別会計 

国民健康保険事業特別会計の予算規模は、136 億 9,472 万 2 千円で前年度と比較し

て 1億 5,801万 6千円（1.1％）減少している。これは、主に共同事業拠出金で 2,675万 3

千円増加する反面、保険給付費で 1億 2,647万 7千円、後期高齢者支援金で 4,740万 9

千円減少することによるものである。 

2下水道事業特別会計 

下水道事業特別会計の予算規模は、69 億 9,571 万 7 千円で前年度と比較して 1 億

6,818万 4千円(2.3％)減少している。これは主に前年度繰上充用金で 3億円減少する反

面、総務費で 1,135 万 4 千円、事業費で 1 億 1,043 万 1 千円及び公債費で 1,003 万 1

千円増加することによるものである。 

3 公共用地先行取得事業特別会計 

公共用地先行取得事業特別会計の予算規模は、3 億 9,523 万 1 千円で前年度と比較

して 4,423 万 2 千円(12.6％)増加している。これは、主に公共用地先行取得事業で 5,046

万円が皆増となることによるものである。 

4 介護保険事業特別会計 

介護保険事業特別会計の予算規模は、81 億 635 万 7 千円で前年度と比較して 3 億

9,341 万 3 千円（4.6％）減少している。これは、主に施設サービス費などの保険給付費が

減少することによるものである。 

5 後期高齢者医療事業特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計の予算規模は、10億 9,175万 4千円で前年度と比較し

て4,412万2千円（3.9％）減少している。これは、後期高齢者医療広域連合納付金が減少

することによるものである。 

6 病院事業債管理特別会計 

病院事業債管理特別会計の予算規模は、22 億 5,167 万円で、前年度と比較して 2 億

2,103万 4千円（10.9％）増加している。これは、主に平成 23年度の病院事業債の償還完

了により、公債費で 7,896万 6千円減少する反面、地方独立行政法人りんくう総合医療セ

ンターの医療機器等整備に対する貸付金で 3億円増加することによるものである。 



 

 

Ⅳ  事業会計 

1 水道事業会計 

収益的収入額は、30 億 6,178 万円で前年度と比較して 7,957 万 8 千円(2.7％)増加し

ている。これは、主に企業等の大口使用量の伸びにより、給水収益が増加することによる

ものである。 

収益的支出額は、27億 7,566万 6千円で前年度と比較して 132万 8千円(0.1％)増加

している。これは、主に退職給付費で 1,878 万 2 千円、企業債利息で 1,635 万 8 千円減

少する反面、水道施設の整備工事費で 4,627万 3千円増加することによるものである。 

資本的収入額は、8億 8,773万 1千円で前年度と比較して 1億 1,837万 6千円(11.8％)

減少している。これは、企業債で 8,650 万円、受託水道施設工事負担金で 1,261 万 6 千

円、国及び府補助金で 1,926万円減少することによるものである。 

資本的支出額は、16億 7,712万円で前年度と比較して 8,404 万 8千円（4.8％）減少し

ている。これは、主に企業債償還金が減少することによるものである。 

 
























































































































































































